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・ 入所した研修生が退所する際に、世帯単位で記念品(生活必需品）を贈呈する。
・ 研修生の終了式等に市の代表者が出席する。
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本事業の左記計画における位置づけ・・・
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市長マニフェスト

非常に高い部内優先順位・・・ 位
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第3章 豊かな心で健やか
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法定受託事務
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保健福祉部 福祉総務課
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施
策

 

担
当
部
課

部課コード

中
柱

 

040100 ℡

法定受託＋附加
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帰国者が日本の生活に定着し、円滑な生活が送れるよう支援するため。

中国帰国者、樺太帰国者

18 18

ｺｰﾄﾞ

昭和４７年９月に日中国交が回復されて以来、中国に残留を余儀なくされていた日本人とその家族が、つぎつぎと帰国した。帰国した
者が、日本に定着し、円滑な生活が送れるための基礎研修を行う機関として、中国帰国者定着促進センターが設立され、地元市とし
て入所する研修生の援護を行うこととなった

分野別計画・指針
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政
策
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行政改革大綱における行動計画への位置づけ
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拡充 改善・効率化

平成19年度事務事業評価結果（平成20年度の方向性）

予算

59,964.7

事業費合計

受益者負担金

その他

平成

625 1,019

39,062.5

年度年度 人

事業の具体的な内容及び実施方法

対象数 単位
世帯

16

平成 人
単位利用数

年度 1781

・ 入所した研修生が退所する際に、世帯単位で記念品(生活必需品）を贈呈する。
・ 研修生の終了式等に市の代表者が出席する。
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平成21年度における事業の方向性
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現状どおり
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退所者が円滑な生活が送れるように支援するため、基礎研修をされた地元自治体として、退所世帯へ生活必需品を記念品として贈呈している。今後も実施
していく考えである。
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成果分析 帰国世帯入所定着率
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100
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事業の継続

目的（何のために行うか、具体的に）
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一
　
次
　
評
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対象設定

事業の継続

評価日

総合評価

明らかとなった
課題

退所者が円滑な生活が送れるように支援する事業のため、改善の必要はないと考える。

今期目標項目（何を）

平成20年度に
おける目標設
定

　　　地元市として入所する研修生の援護　帰国者支援事業

･H19市民意識調査における施策の順位…43施策中

対象を絞る

事業の対象を見直す必要性

見直しの必要なし

H20

ｺｰﾄﾞｺｰﾄﾞ 対象を拡大する

有 無

達成水準（どこまで）

福祉行政の一貫として、行事参加者数及び回数増

評価日

福祉総務課長　　中村　俊明 

〔 〕改善余地なし その他

H20.5.2 記入者職氏名

　　市

他事業との整
理・統合

受益と負担の
関係

終了

拡充

見直しの必要性

受益者負担の有無 見直しの必要性

有

現在の実施主体
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二
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次
評
価
を
受
け
て

次
年
度
用
事
前
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　A：優先的に資源配分をするべきと評価する事務事業

　B：重要であり引き続き実施すべきと評価する事務事業

　C：現状での実施は見送るべきと評価する事務事業

見込まれる
貢献度

評価理由

評価日

やや低い 低い

減額

評価理由

増額

終了統合

※「財源内訳」について
平成20年度のみ、当初予算の内訳と
なっています。


